
 

 

国立大学法人東京医科歯科大学不動産等管理要領 

 

平成１６年４月１日  

制       定  

 

   第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、国立大学法人東京医科歯科大学（以下「本学」という。）の不動産

等の 取得、維持保全、運用及び処分等（以下「管理」という。）に関し必要な事項を

定める。 

 

 （適用範囲） 

第２条 不動産等の管理については、法令及び本学の諸規則に定めるもののほか、この要

領の定めるところによる。 

 

 （不動産等の範囲） 

第３条 この要領において「不動産等」とは、本学が所有する土地、建物及び附属設備、

構築物、建設仮勘定、特許権、借地権、商標権、実用新案権、意匠権、鉱業権、漁業権、

その他これらに準ずるもの並びに本学が借用する土地、建物及び附属設備、構築物、そ

の他これらに準ずるものをいう。 

 

 （分類） 

第４条 本学が管理する不動産等は、次の各号に定めるところにより分類し、整理するも

のとする。 

 (1) 固定資産  国立大学法人東京医科歯科大学会計事務実施規則（平成１６年規則第

６７号）別表第２の資産の部 

 (2) 固定資産以外の不動産等  別表第１ 

  

 （管理事務の総括） 

第５条 会計事務統括責任者は、本学の不動産等の管理に関する事務を総括する。 

 

 （不動産等の管理に関する報告等） 

第６条 会計事務統括責任者は、必要があるときは、経理責任者に不動産等の状況に関す

る資料若しくは報告を求め又は必要な措置を講ずることができる。 

 

 （管理単位及び事務） 

第７条 不動産等の現物管理については、別表第２に定める不動産等の管理単位の区分に

より、管理するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、２以上の部局の用に供する不動産等の現物管理について、

必要があると認める場合は、関係管理責任者のうちから学長が定める者に管理させるも

のとする。 

 

 （管理補助者） 



 

 

第８条 経理責任者は、不動産等の適正な管理を図るため、管理単位ごとに管理補助者を

定めることができる。 

２ 管理補助者は、管理責任者を補助するものとする。 

 

   第２章 取得 

 

 （不動産等管理番号） 

第９条 不動産等を取得又は借用したときは、管理担当課（国立大学法人東京医科歯科大

学固定資産等管理要項（以下「固定資産等管理要項」という。）第１１条に規定する管

理担当課をいう。以下同じ。）において、管理台帳への記載を行うとともに、不動産等

ごとに不動産等管理番号を付するものとする。 

 

   第３章 維持保全 

 

 （修理等） 

第１０条 管理責任者は、修理又は改造の必要があると認めるときは、国立大学法人東京

医科歯科大学固定資産及び物品調達要項（以下「調達要項」という。）に定めるところ

により、修理又は改造のため必要な措置を請求しなければならない。 

 

 （保険） 

第１１条 必要があると認めるときは、不動産等に保険を付することができる。 

 

 （建物の居住禁止） 

第１２条 職員宿舎、寄宿舎、宿泊施設以外の本学が所有又は借用する建物に、役員及び

職員その他の者を居住させてはならない。ただし、財産の管理上居住させる必要がある

ときはこの限りではない。 

 

 （不動産等の用途等の阻害に対する措置等） 

第１３条 管理責任者は、本学の業務に支障をきたすこととなる不動産等の用途及び目的

の阻害が発生し、又は発生するおそれがあると認めるときは、会計事務統括責任者及び

経理責任者に報告し、速やかに必要な措置を講じなければならない。 

 

   第４章 処分 

 

 （滅失等） 

第１４条 固定資産等管理要項第９条第２項の規定による書類で不動産等に係るものは、

不動産等滅失等報告書（別紙様式第１号）によるものとする。 

 

 （用途廃止の決定） 

第１５条 管理責任者は、不動産等が固定資産等管理要項第２２条第２号から第４号まで

に該当することとなったときは、速やかに不動産等用途廃止承認申請書（別紙様式第２

号）を調達担当課（調達要項第７条に規定する調達担当課をいう。以下同じ。）に提出

し、経理責任者の承認を得るものとする。 

２ 前項の承認がされたときは、当該不動産等用途廃止承認申請書（承認書）を調達担当

課から管理担当課へ提出するものとする。 



 

 

３ 管理担当課は、管理台帳に用途廃止年月日等の所要事項を記載するものとする。 

 

 （売却・廃棄等） 

第１６条 前条により用途廃止された不動産等は、法令及び本学の諸規則並びに性質上売

却できるものは、原則として売却するものとする。ただし、次の各号に掲げる場合は、

廃棄又は取り壊すことができる。 

 (1) 不動産等を売却することができないとき。 

 (2) 不動産等の売却価格より、多額の費用を要するとき。 

 (3) 不動産等を売却することにより、本学に損失を招くおそれがあると認めるとき。 

 (4) その他不動産等を売却することが不利又は不適当と認めるとき。 

２ 管理担当課は、不動産等を廃棄又は取り壊ししようとするときは、不動産等廃棄等承

認申請書（別紙様式第３号）により、事務局の経理責任者の承認を得て行うものとする。 

 

   第５章 実査 

 

第１７条 固定資産等管理要項第２８条第３項の規定による報告で不動産等に係るもの

は、国立大学法人東京医科歯科大学減損処理要領第８条に規定する対象資産減損兆候調

査等によるものとする。 

 

   第６章 借用不動産 

 

 （借用不動産） 

第１８条 管理責任者は、不動産を借用しようとするときは、不動産借用承認申請書（別

紙様式第５号）を調達担当課に提出し、経理責任者の承認を得るものとする。 

２ 前項の承認後、契約を締結するに当たっては、原則として契約書を作成するものとす

る。 

３ 前項の契約が締結されたときは、当該契約書の写し及び当該不動産借用承認申請書（承

認書）を調達担当課から管理担当課へ提出するものとする。 

４ 管理担当課は、管理台帳に借入年月日等の所要事項を記載するものとする。 

５ 経理責任者は、当該不動産が土地又は建物である場合において、第１項の承認をする

場合は、学長の承認を得なければならない。 

 

 （返却） 

第１９条 契約期間満了その他の事由により借用不動産を返却したときは、借用不動産返

却通知書（別紙様式第６号）を調達担当課から管理担当課へ提出するものとする。 

２ 管理担当課は、管理台帳に返却年月日を記載し、除却するものとする。 

 

   第７章 雑則 

 

 （雑則） 

第２０条 この要領に定めるもののほか、不動産等の管理に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

   附 則 

 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 



 

 

 附 則（平成２３年２月７日制定） 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２３年９月３０日制定） 

 この要領は、平成２３年９月３０日から施行し、平成２３年８月１日から適用する。 

附 則（平成２５年５月２９日制定） 

この要領は、平成２５年５月２９日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年４月９日制定） 

この要領は、平成２６年４月９日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年１０月３１日制定） 

この要領は、平成２６年１０月３１日から施行し、平成２６年１０月１日から適用する。 

附 則（平成２８年７月１日制定） 

この要領は、平成２８年７月１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附  則（平成２９年７月３１日制定）  

この要領は、平成２９年７月３１日から施行し、平成２９年４月１日から適用す

る。  

附  則（令和３年９月２２日制定）  

この要領は、令和３年１０月１日から施行する。  

附 則（令和５年２月３日制定） 

この要領は、令和５年２月３日から施行し、令和４年１２月１日から適用する。 

附 則（令和５年３月３０日制定）  

この要領は、令和５年３月３０日から施行し、令和５年３月１日から適用する。 

 



 

 

別表第１（第４条関係） 

 

固定資産以外の不動産等分類表 

 

 

分 類 

 

細 分 類 

 

意   義 

 

 

 

 

 

  資産外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 少額備品 

 

 

  取得価額が１０万円以上５０万円未満かつ耐用年数 

 が１年以上の本学が所有する建物及び附属設備、構築 

 物、その他これらに準ずるもの 

 

 

  少額特許権等 

 

 

   取得価額が５０万円未満の本学が所有する特許権、 

 借地権、商標権、実用新案権、意匠権、鉱業権、漁業 

 権、その他これらに準ずるもの 

 

  借用不動産 

 

 

 

  本学が借用する土地、建物及び附属設備、構築物、 

 その他これらに準ずるもの 

 

 



 

 

別表第２（第７条関係） 

不動産等の管理単位の区分 

 

 （１）土地、建物及び附属設備、構築物、その他これらに準ずるもの 

 

管  理  単  位 管理責任者 現物管理の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湯 

 

 

 

 

 

島 

 

 

 

 

 

地 

 

 

 

 

 

区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号館

西 

１号館

東 

５号館 

６号館 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

医学部 

 

医学部長 

 

医学部の用に供する不動産等 

 

歯学部 

 

歯学部長 

 

歯学部の用に供する不動産等 

 

学生支援・

保健管理機

構 

 

学生支援・保

健管理機構長 

 

学生支援・保健管理機構の用

に供する不動産等 

 

職員健康管

理室 

 

職員健康管理

室長 

 

職員健康管理室の用に供する

不動産等 

 

環境安全管

理室 

 

環境安全管理

室長 

 

環境安全管理室の用に供する

不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 

 

広報部 広報部長 
 

広報部の用に供する不動産等 

 

統合教育機

構 

 

統合教育機構

長 

 

統合教育機構の用に供する不

動産等 

 

統合国際機

構 

 

統合国際機構

長 

 

統合国際機構の用に供する不

動産等 

 

大学院医歯

学総合研究

科 

 

大学院医歯学

総合研究科長 

 

大学院医歯学総合研究科の用

に供する不動産等 

 

統合情報機

構 

 

統合情報機構

長 

 

統合情報機構の用に供する不

動産等 

  

統合イノベ

ーション機

 

統合イノベー

ション機構長 

 

統合イノベーション機構の用

に供する不動産等 



 

 

構 

 

  

 

Ｄ棟 

２号館

７号館 

１０号

館 

 

 

 

 

 

大学院医歯

学総合研究

科 

 

大学院医歯学

総合研究科長 

 

大学院医歯学総合研究科の用

に供する不動産等 

 

歯学部 

 

歯学部長 

 

歯学部の用に供する不動産等 

 

病院 

 

病院長 

 

病院の用に供する不動産等 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 

 

Ａ棟 

Ｂ棟 

 

病院 

 

病院長 

 

病院の用に供する不動産等 

 

事務局 

 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

スポーツサ

イエンス機

構 

 

スポーツサイ

エンス機構長 

 

スポーツサイエンス機構の用

に供する不動産等 

３号館 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

医学部 

 

医学部長 

 

医学部の用に供する不動産等 

 

大学院医歯

学総合研究

科 

 

大学院医歯学

総合研究科長 

 

大学院医歯学総合研究科の用

に供する不動産等 

 

大学院保健

衛生学研究

科 

 

大学院保健衛

生学研究科長 

 

大学院保健衛生学研究科の用

に供する不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 



 

 

  

統合イノベ

ーション機

構 

 

統合イノベー

ション機構長 

 

統合イノベーション機構の用

に供する不動産等 

 

８号館

北 

８号館

南 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 

統合イノベ

ーション機

構 

統合イノベー

ション機構長 

統合イノベーション機構の用

に供する不動産等 

 

病院 

 

病院長 

 

病院の用に供する不動産等 

 

Ｍ＆Ｄ

タワー 

 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

大学院医歯

学総合 

研究科 

 

大学院医歯学

総合研究科長 

 

大学院医歯学総合研究科の用

に供する不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 

 

難治疾患研

究所 

 

難治疾患研究

所長 

 

難治疾患研究所の用に供する

不動産等 

 

統合情報機

構 

 

統合情報機構

長 

 

統合情報機構（国府台分館を

除く。）の用に供する不動産

等 

 

 

 

駿

河

台

地

区 

 

 

２１号

館 

 

生体材料工

学研究所 

 

生体材料工学

研究所長 

 

生体材料工学研究所の用に供

する不動産等 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 

    



 

 

 ２２号

館 

難治疾患研

究所 

難治疾患研究

所長 

難治疾患研究所の用に供する

不動産等 

 

事務局 

 

事務局長 

 

事務局の用に供する不動産等 

 

統合研究機

構 

 

統合研究機構

長 

 

統合研究機構の用に供する不

動産等 

 

統合イノベ

ーション機

構 

 

統合イノベー

ション機構長 

 

統合イノベーション機構の用

に供する不動産等 

 

生体材料工

学研究所 

 

生体材料工学

研究所長 

 

生体材料工学研究所の用に供

する不動産等 

 

大学院医歯

学総合研究

科 

 

大学院医歯学

総合研究科長 

 

大学院医歯学総合研究科の用

に供する不動産等 

 

２３号

館 

 

病院 

 

病院長 

 

病院の用に供する不動産等 

 

国

府

台

地

区 

 

教養部 

 

 

 

 

教養部 

 

 

 

 

教養部長 

 

 

 

 

教養部（統合情報機構国府台

分館及び保健管理センター分

室を含む。）の用に供する不

動産等 

 

そ

の

他 

 

その他 

 

 

 

事務局 

 

 

 

事務局長 

 

 

 

越中島住宅、大賀寮、戸田艇

庫、その他 

 

 （２）特許権、商標権、実用新案権、意匠権、その他これらに準ずるもの 

 

管 理 単 位 

 

管理責任者 

 

      全   学 

 

 

統合イノベーショ

ン機構 オープン

イノベーションセ

ンター 

 

統合イノベーション

機構 オープンイノ

ベーションセンター

長 

 

 （３）その他 

その都度、事務局の経理責任者が定める。 

 



 

 

 別紙様式第１号（第１４条関係） 

不動産等滅失等報告書 

  報告年月日   年  月  日 

 

 経理責任者 殿 

 

                           報告者 管理単位名 

                                   管理責任者 職氏名                     

 

 国立大学法人東京医科歯科大学固定資産等管理要項第９条第２項の規定により、下記

のとおり報告します。 

 

記 

 

１．管理台帳記載事項 

   所在地 

区 分 管理番号 資産名称 室名等 数量 
取得価額 

及び評価額 
取得年月日 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

２．滅失等の原因及び状況  

３．発生の日時     年  月  日      時   分 

４．発見した日時     年  月  日      時   分 

５．滅失等後の措置及び対策  

６．その他参考となる事項  

 決裁の流れ （管理責任者）→（調達担当課・経理責任者）→回付（管理担当課） 



 

 

 別紙様式第２号（第１５条関係） 

不動産等用途廃止承認申請書 

  申請年月日   年  月  日 

 

 経理責任者 殿 

 

                             申請者 管理単位名 

                                     管理責任者 職氏名                     

 

  下記のとおり、不動産等を用途廃止したいので申請します。 

 

記 

 

１．用途廃止する不動産 

    等の内容 

 

 

 

 

（１）所在地 

（２）区分  土地・建物及び附属設備・構築物・その他（

   ） 

（３）構造 

（４）数量         ㎡（式） 

２．用途廃止予定年月日         年  月  日 

３．用途廃止する事由  

４．その他参考となる事

項 

 

 

 

 

 決裁の流れ （管理責任者）→（調達担当課・経理責任者）→回付（管理担当課） 

 



 

 

 別紙様式第３号（第１６条関係） 

不動産等廃棄等承認申請書 

  申請年月日   年  月  日 

 

 事務局の経理責任者 殿 

 

                          申請者 管理担当課の長 職氏名                   

                                                 

 

 下記の不動産等を国立大学法人東京医科歯科大学不動産等管理要領第１６条第１項た

だし書に基づき、廃棄等したいので申請します。 

 

記 

１．廃棄等しようとする 

  不動産等の内容 

（１）所在地 

（２）区分  土地・建物及び附属設備・構築物・その他（

    ） 

（３）構造 

（４）数量       ㎡（式） 

２．廃棄等をする事由 

 

 

３．その他参考となる 

  事項 

 

 

 

 

 

 決裁の流れ  （管理担当課の長）→（事務局の経理責任者）→回付（管理担当課）



 

 

 別紙様式第５号（第１８条関係） 

不動産借用承認申請書 

  申請年月日   年  月  日 

 

 経理責任者 殿 

 

                            申請者 管理単位名 

                                    管理責任者 職氏名                     

 

  下記のとおり、不動産を借用したいので申請します。 

 

記 

 

１．借用不動産の内容 

 

 

  別紙のとおり 

 

 

２．相手方住所・氏名 

 

 

 

 

３．借用期間    年  月  日から  年  月  日まで 

 

４．借用しようとする 

    理由 

 

 

 

 

 

 

５．利用計画（事業計画） 

 

 

 

 

 

 

６．借用に要する財源及 

  び経費（将来の必要 

  経費見込額を含む。） 

 

 

 

 決裁の流れ（管理責任者）→（調達担当課・経理責任者）→回付（管理担当課） 



 

 

 別紙様式第６号（第１９条関係） 

借用不動産返却通知書 

 

  通知年月日   年  月  日 

 

 管理担当課の長 殿 

 

                          通知者 調達担当課名 

                                  調達担当課の長 職氏名                    

 

  下記のとおり、借用不動産を返却したので通知します。 

 

記 

 

１．借用不動産の内容 

 

 

         別紙契約書（写）のとおり 

 

 

２．相手方住所・氏名 

 

 

 

 

 

 

 

３．返却年月日 

 

     年  月  日 

 

４．返却の事由 

 

 

 

 

 □ 契約期間満了 

 □  その他の事由（                 ） 

 

 

５．その他参考となる 

  事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 決裁の流れ （調達担当課）→（管理担当課） 

 

 

 

 


